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　国際協力事業団は、インドネシア政府の技術協力の要請を受け、平成７年１月より５年間に

わたり熱帯雨林研究計画フェーズⅢを実施してきました。

　当事業団は、本計画の協力実績の把握や協力効果の測定を行うとともに、今後両国がとるべき

措置を両国政府に勧告することを目的として、平成11年７月11日から７月24日まで、農林水産省

林野庁森林総合研究所森林生物部長 池田俊彌氏を団長とする評価調査団を現地に派遣しました。

　調査団はインドネシア側関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、成果の確認を行い

ました。そして、帰国後の国内作業を経て、調査結果を本報告書に取りまとめました。

　この報告書が、今後の協力の更なる発展の指針となるとともに、本計画により達成された成果

が同国の発展に資することを期待します。

　終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援をくださいました両国関係者の皆様に、心か

ら感謝の意を表します。

　　平成11年９月
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第１章　調査結果総括第１章　調査結果総括第１章　調査結果総括第１章　調査結果総括第１章　調査結果総括

　1999年７月13日から20日まで、東カリマンタンのサマリンダにおいて「インドネシア熱帯降雨

林研究計画フェーズⅢ」終了時評価調査を、インドネシア側調査団と合同で実施した。調査結果

を終了時評価表にまとめたのち、合同評価報告書を作成し、インドネシア教育文化省高等教育総

局とミニッツを締結した。

１－１　調査目的１－１　調査目的１－１　調査目的１－１　調査目的１－１　調査目的

　(1) プロジェクト方式技術協力「インドネシア熱帯降雨林研究計画フェーズⅢ」について、PCM

(プロジェクト・サイクル・マネージメント）手法に基づき投入実績、活動実施状況、成果の

達成状況、目標の達成状況を把握する。

　(2) プロジェクトの目標達成度、効果、実施効率、計画妥当性、自立発展性について、インド

ネシア側調査団と合同して評価・分析を行う。

　(3) プロジェクトの終了へ向けて取り組むべき課題について提言する。

　(4) プロジェクト終了後の対応について、プロジェクト関係者及びインドネシア政府関係機関

と協議する｡

１－２　評価のプロセス１－２　評価のプロセス１－２　評価のプロセス１－２　評価のプロセス１－２　評価のプロセス

　(1) 各中課題レベルで、１）PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）の指標項目に基

づく計画達成度の把握、２）評価５項目について、プロジェクトが自己評価を提出し、調査

団が聞き取り調査により、これらを点検・修正した。

　(2) 中課題評価表の英文版を作成し、インドネシア側調査団に渡した。インドネシア側はこれ

を基にカウンターパート研究者の聞き取りを行った。

　(3) 聞き取り調査を基に、あらかじめプロジェクト側から提出されていたプロジェクトレベル

でのPCM手法に基づく仮評価表を検討し、追加・削除・修正などを行った。

　(4) 評価表の英文版を作成し、インドネシア側調査団と協議を重ね、一部修正後、合意に達し

た。
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　(5) 中課題評価表及びプロジェクト評価表を基に評価報告書（英文）を作成し、インドネシア

側調査団と協議を重ね、プロジェクト側の合意を得た後、合同評価報告書素案をまとめた。

　(6) 高等教育局及びJICAに提示後、一部修正を施し、合同評価ミニッツを完成させた。

１－３　評価結果要約１－３　評価結果要約１－３　評価結果要約１－３　評価結果要約１－３　評価結果要約

　　討議議事録（R/D）に記載されている３分野で設定された課題についての研究活動は、順調

に成果をあげてきた。特に動植物のモニタリングに関する課題は、国際セミナーや学会などで

もその成果が発表されるなど、目標を十分に達成したといえる。また、主要な論文をまとめた

成果本が世界的に著名な出版社から発刊されることになっており、世界に通用する成果をあげ

たことは、今後のインドネシア熱帯降雨林研究センター（PUSREHUT）の研究活動を推進するう

えで大きな財産となる。

　　他研究機関との連携・協力についても、中央から離れているという地理的ハンデはあるもの

の、国際林業研究センター（CIFOR）との共同研究を実施し、成果を取りまとめたほか、森林

火災の分野で多くの機関と連携を強化してきている。

　　15年間の協力を通じ、研究施設・機材の整備は進み、研究者の能力も着実に向上してきたの

で、PUSREHUTがプロジェクト終了後も持続的に活動していくことは可能であると考えられる。

　しかし、上位目標である熱帯降雨林の再生、及び健全な管理手法の確立をめざしていくため

には、教育文化省あるいは、ムラワルマン大学がPUSREHUTの長期的な運営基本方針を策定し、

インドネシアの森林・自然環境に関する政策の中に明確に位置づけていくことが必要である。

　　ボルネオ島は、ブラジル・アマゾンや西アフリカとともに、熱帯降雨林を形成する３大重要

地域であり、東カリマンタンに位置するPUSREHUTは、熱帯降雨林研究の中心的存在となる外的

条件を備えている。これまでの本プロジェクトの成果は、このような観点からも継続・発展さ

れる必要があり、インドネシア側はもとより日本側関係機関の今後の積極的な対応が望まれ

る。

１－４　調査団からの提言１－４　調査団からの提言１－４　調査団からの提言１－４　調査団からの提言１－４　調査団からの提言

　　本終了時評価調査の結果を踏まえ、インドネシア政府とPUSREHUTに対し、プロジェクト終了

後の対応について、以下の提言を行った。

　(1) インドネシア政府はPUSREHUTの運営基本方針を策定するとともに、適切な予算措置を行

う。
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　(2) PUSREHUTは長期的な研究計画を定めるとともに、その計画に沿った人材の養成・確保のた

めの具体的行動計画を策定する。また、この研究計画及び行動計画の進捗について、年次報

告書を作成する。この年次報告書は、PUSREHUTの今後の自立発展を支援していくうえで、

インドネシア、日本並びにその他の国々にとって有用な情報となる。

　(3) PUSREHUTは、委託研究や企業のコンサルティング業務などを積極的に実施し、自主財源の

確保に努める。

　(4) PUSREHUTは、その活動を継続するために、常勤の研究員及び運営スタッフを配置し、JICA

から供与された設備・機材の維持管理を行う。

　(5) PUSREHUTは、１）熱帯降雨林の生態系に関する基礎研究、２）森林の保護と回復について

の実践的な研究、の二つの分野で研究活動を行い、熱帯における主要な研究拠点の一つとし

ての役割を果たす。

　(6) PUSREHUTは、上記(2)の長期計画に沿って研究活動を行う。特に、森林火災後の回復過程

のモニタリング及び火災の予防についての研究は重点的に実施する。地理的な条件とプロ

ジェクトによるデータの蓄積から、PUSREHUTにはこの分野における優位性があり、地域住民

の生活を守るという観点からも大きな意義を有するためである。

　(7) PUSREHUTは、東カリマンタンにおける分類学研究の拠点として、植物・動物標本の収集と

整理を進める。

　(8) PUSREHUTは、国際セミナーの開催や研究員の交流などを通じ、他の研究機関との連携を促

進する。

１－５　プロジェクト終了後の展望１－５　プロジェクト終了後の展望１－５　プロジェクト終了後の展望１－５　プロジェクト終了後の展望１－５　プロジェクト終了後の展望

　(1) ムラワルマン大学では、JICA協力終了後の施策としてPUSREHUT Bukit Soeharto（ブキッ

ト・スハルト演習林）を対象とした教育・訓練・配置に関する全体計画“Master Plan on

Education, Training and Space Arrangement of PUSREHUT Bukit Soeharto”作成のた

めの作業チームを学長の下に発足させた（資料10参照）。計画の実行は大学側の予算措置次

第と考えられるが、大学がPUSREHUTの運営に関して積極的に行動を開始したことは高く評価

でき、今後の成果が期待される。なお近々、各大学の新規事業に対して、インドネシア政府
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が土地提供を含む助成を行う計画があり、本計画はこれに連動したものである。

　(2) 2000年度の短期個別専門家派遣（２名）により、プロジェクト終了後の追加調査を行う予

定である。

　(3) CIFORプロジェクトの分担研究が継続される予定である。

　(4) 日本の大学及び国立研究機関が現在PUSREHUTをパートナーとした熱帯林研究プロジェクト

（２件）を計画しており、これが実施されれば、JICAプロジェクトで蓄積された各種モニタ

リングデータ及び森林火災に関する調査データの活用が保証される。
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第２章　終了時評価調査団派遣概要第２章　終了時評価調査団派遣概要第２章　終了時評価調査団派遣概要第２章　終了時評価調査団派遣概要第２章　終了時評価調査団派遣概要

２－１　協力要請の背景２－１　協力要請の背景２－１　協力要請の背景２－１　協力要請の背景２－１　協力要請の背景

　　インドネシアは世界でも有数の熱帯林を有する森林国である。同国の森林政策は、環境保全

に努めつつ森林のもつ多様な機能を活用し、国民生活の向上に貢献することを基本としてい

る。しかし、経済の発展に伴い、違法伐採、不適切な焼畑移動耕作、農地への転用などにより

1982年から1990年にかけて、年平均130万haの森林が減少したと推計されている。また、1982

～1983年には、カリマンタンにおける山火事により360万haが消失した。

　　我が国は、1981年無償資金協力事業により、ムラワルマン大学の構内に、熱帯降雨林研究セ

ンター（PUSREHUT）を建設した。そしてPUSREHUT及び関連施設を拠点として、熱帯降雨林の

適切な管理を目的とした、研究協力を行うプロジェクト方式技術協力を、1985年１月１日から

開始した。熱帯降雨林の生態や土壌との関連など分野ごとに課題を設定し、フェーズⅠ（５年

間）、フェーズⅡ（５年間）を通じた協力を実施してきた。その結果、研究体制の整備や研究能

力の向上の点で一定の成果があげられたが、インドネシア政府は、

　　(1) 熱帯降雨林の再生に向け、他機関の参画も得つつ、研究活動をより活発にすること

　　(2) ムラワルマン大学などの教育・訓練を充実すること

　に関する継続的な協力（フェーズⅢ）を我が国に要請してきた。

２－２　プロジェクトの現況２－２　プロジェクトの現況２－２　プロジェクトの現況２－２　プロジェクトの現況２－２　プロジェクトの現況

　　1985年の協力開始以降、フェーズⅠ・Ⅱ、そして今回のフェーズⅢと、３次15年近くにわた

る協力により、インドネシア熱帯降雨林研究センター（PUSREHUT）における研究活動は活発化

し、フェーズⅢで設定された各分野の研究課題についても成果をあげつつある。特にフェーズ

Ⅰ～Ⅲの集大成として出版を予定している研究論文集は、世界的にも注目を集めPUSREHUTを熱

帯林研究の一拠点として認識させるものになると期待される。今後、予算が適切に配布される

ことにより（財政面については後述）、PUSREHUTが自立して運営管理を実施し、引き続き高い

レベルの研究活動を行っていくことが可能であると見込まれる。

　　一方、低迷を続けるインドネシア経済はPUSREHUTの運営にも深刻な影響を与えている。ここ

２年間は、プロジェクトのローカルコストも十分に負担されていない状態であり、協力終了後

の研究費や施設・機材の維持管理費などの確保について懸念される。

２－３　調査の目的２－３　調査の目的２－３　調査の目的２－３　調査の目的２－３　調査の目的

　　PCM手法に基づきプロジェクトの「計画達成度の把握」及び「評価５項目による分析」を通

じて評価を行うとともに、プロジェクト終了へ向けての対応や終了後の対応について、検討・
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提言を行った。なお、本評価調査はインドネシア側調査団と合同で行った。

２－４　終了時評価調査の方法２－４　終了時評価調査の方法２－４　終了時評価調査の方法２－４　終了時評価調査の方法２－４　終了時評価調査の方法

　　本終了時評価においては、PCM手法に基づき「計画達成度の把握」及び「評価５項目」によ

る評価分析を行う。評価５項目とは、すなわち「目標達成度｣｢効果｣｢効率性｣｢計画の妥当性｣

｢自立発展性」である。それぞれの項目の概略を以下に記す。

　(1) 「目標達成度」

　　　プロジェクトの「成果」によって得られる「プロジェクト目標」の達成の度合い。

　(2) 「効果」

　　　プロジェクトが実施されたことにより生じる直接的、間接的なプラス・マイナスの効果。

計画当初に予想されていなかったことも含む。

　(3) 「効率性」

　　　プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度、及び「投入」の手段・方法・

期間・費用などの適切度。

　(4) 「計画の妥当性」

　　　プロジェクト目標が評価を実施する時点においても有効であるかどうか。

　(5) 「自立発展性」

　　　協力終了後も、プロジェクトによって達成された成果や、開発効果が持続的に拡大再生産

されるかどうか。また、相手国機関がプロジェクト終了後も運営管理面・財政面・技術面、

その他の諸側面からみて自立発展できるかどうか。

２－５　団員構成２－５　団員構成２－５　団員構成２－５　団員構成２－５　団員構成

　　本調査団の日本側の団員構成は以下のとおりである。

氏　名 　 担　当 　　　　　　所　　　　属

池田　俊彌 団長・総括／動物生態 森林総合研究所森林生物部長

太田　誠一 森林土壌 森林総合研究所森林環境部立地環境科長

田中　信行 森林生態／造林 森林総合研究所生産技術部育林技術科更新機構

研究室長

大西　亮真 計画評価 国際協力事業団林業水産開発協力部

林業技術協力課

川崎　博之 評価分析 アイ・シー・ネット株式会社コンサルティング部
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２－７　主要面談者リスト２－７　主要面談者リスト２－７　主要面談者リスト２－７　主要面談者リスト２－７　主要面談者リスト

　教育文化省高等教育総局

　　Satryo Soemantri Brodjonegoro 局長

　　Jajah Koswara 研究社会普及開発局長

　　Surya Dharma 研究社会普及開発局研究指導部長

２－６　調査日程２－６　調査日程２－６　調査日程２－６　調査日程２－６　調査日程

　1999年７月11日（日）～７月24日（土）　14日間

　日順 月日（曜日） 　　　　　　　　　　　行　程 　宿泊地

 　１
７月11日(日) 10：55 東京発（JL-725便） ジャカルタ

　　　　　　 16：05 ジャカルタ着

　　12日(月) JICAインドネシア事務所打合せ、在インドネシ ジャカルタ

　 ２ 　　　　 ア日本大使館表敬、教育文化省高等教育総局表

敬

　　13日(火) 10：40 ジャカルタ発（GA-510便）

 　３
13：50 バリクパパン着

サマリンダ
バリクパパン→サマリンダ（車で移動）

ブキット・スハルト演習林視察

 　４
　　14日(水) 熱帯降雨林研究センター（PUSREHUT）視察 サマリンダ

関係者に対する終了時評価手法の説明

 　５
　　15日(木) プロジェクト関係者及び相手側実施機関との協 サマリンダ

議

 　６ 　　16日(金) 　　　　　　　　　　　　　〃 サマリンダ

 　７
　　17日(土) 関係者との協議､終了時評価レポート（ミニッ サマリンダ

ツ案）作成

 　８ 　　18日(日) 団内打合せ、資料整理 サマリンダ

 　９ 　　19日(月) 終了時評価レポート（ミニッツ案）作成 サマリンダ

　　20日(火) サマリンダ→バリクパパン（車で移動）

 　10 14：30 バリクパパン発（GA-511便） ジャカルタ

15：30 ジャカルタ着

 　11 　　21日(水) ミニッツ案協議、署名 ジャカルタ

 　12
　　22日(木) 生物多様性プロジェクト（本計画との連携あ ジャカルタ

り）視察

 　13
　　23日(金) JICAインドネシア事務所報告 　 

機内
23：30　ジャカルタ発（JL-726便）

 　14 　　24日(土) 08：40　東京着
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　インドネシア側評価調査団

　　Edi Guhardja ボゴール農業大学教授

　　Soenardi Prawirohatmodjo ガジャマダ大学教授

　　Aunu Rauf ボゴール農業大学

　ムラワルマン大学

　　H.Rachmad Hernadi 学長

　　Soeytno Soedirman 第４副学長

　熱帯降雨林研究センター（PUSREHUT）

　　Mansur Fatawi 所長

　　Abubakar M. Lahjie 副所長

　　Oman Suherman 副所長

　在インドネシア日本大使館

　　若林　英樹　 二等書記官

　JICAインドネシア事務所

　　庵原　宏義 所長

　　米田　一弘 次長

　　大宮　直明 所員

　熱帯降雨林研究計画フェーズⅢ長期専門家

　　森　　徳典 （リーダー）

　　松澤　和浩 （業務調整）

　　槙原　　寛 （動物生態）

　　藤間　　剛 （森林生態／造林）

　インドネシア森林省個別派遣専門家

　　佐藤　雄一
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第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価第３章　プロジェクト全体評価

３－１　計画達成度の把握３－１　計画達成度の把握３－１　計画達成度の把握３－１　計画達成度の把握３－１　計画達成度の把握

　(1) 投入実績

　　１）日本側投入

　　　ａ）専門家派遣

　　　　　チームリーダー、業務調整、森林生態・造林、動物生態の長期専門家が延べ７名派遣

された。また、各研究協力分野の短期専門家が評価時点までに延べ22名派遣された。専

門家派遣については、討議議事録（R/D）及び暫定協力実施計画（TSI）に示された計画

どおりの投入が実施された。

　　　ｂ）研修員の受入れ

　　　　　日本側は、当初計画のとおり評価時点までに８名のカウンターパートを受け入れた。

研修分野は、土壌、森林生態、造林、森林昆虫、社会林業、森林管理、林業経済学、森

林土壌微生物の８分野であった。

　　　ｃ）機材供与

　　　　　日本側はこれまで総額約１億500万円の機材を供与しており、プロジェクト終了まで

には更に増える予定である。プロジェクト開始の段階では、具体的な投入計画額の明示

はないものの、R/Dに明示された研究活動の実施に必要な機材は、ほぼ整備されており、

当初計画どおりの投入がなされたと考えられる。

　　　ｄ）ローカルコスト負担

　　　　　1999年度までに、日本人専門家の活動経費としての一般現地業務費などに加え、演習

林における燃焼石炭層の消火作業のための応急対策費（約120万円）や、貯水ダム・林

道・防火帯の建設を含む演習林火災防止対策事業（約200万円）などを含め、約6,200万

円が投入された。1999年度の一般現地業務費は約430万円の予定である。

　　　ｅ）調査団派遣

　　　　　プロジェクト実施期間中に、当初計画どおりの計画打合せ調査団（1995年）及び巡回

指導調査団（1997年）が派遣された。

　　２）インドネシア側投入

　　　ａ）土地、建物及び施設

　　　　　プロジェクトの活動に必要な研究所本館、附帯施設のための土地及び演習林、附属研

修棟のための土地を本プロジェクトに提供した。インドネシア熱帯降雨林研究センター

(PUSREHUT）の建物については1981年に日本の無償資金協力によって建設され、同じく

研究所附属研修棟は1988年に建設されている。
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　　　ｂ）運営費の負担

　　　　　インドネシア側は、プロジェクト開始から1999年までにローカルコストとして約12億

ルピアを負担している。

　　　ｃ）カウンターパートの配置

　　　　　研究所には、17名のカウンターパートを含む、計44名の職員が配置されている。

　(2) 活動の実施状況

　　　本件においては、プロジェクトの目標を達成するために、TSIで明記された３つの分野ご

とに中・小からなる研究課題が設定され、小課題のそれぞれにおいて具体的な活動が実施さ

れた。研究課題は以下のとおりである。

　　　・研究分野　：　Ⅰ　天然林、二次林及びプランテーションの長期モニタリング

　　　・研究課題　：　Ⅰ－１　立地特性及び生産力の変化

　　　　　　　　　　　Ⅰ－１－１　観測タワーにおける気象データの計測

　　　　　　　　　　　Ⅰ－１－２　演習林内の土壌中の水移動に伴う養分移動特性

　　　　　　　　　　　Ⅰ－１－３　択伐強度が森林の微気象に与える影響に関する研究

　　　・研究課題　：　Ⅰ－２　植物群集の移動及び多様性

　　　　　　　　　　　Ⅰ－２－１　フタバガキ科植物の開花・結実調査

　　　　　　　　　　　Ⅰ－２－２　森林の種組成及び構造動態の長期モニタリング研究

　　　　　　　　　　　Ⅰ－２－３　樹冠処理とウリン苗木の生長

　　　　　　　　　　　Ⅰ－２－４　展示室の整備

　　　　　　　　　　　Ⅰ－２－５　択伐強度が樹木の多様性に与える影響の研究

　　　・研究課題　：　Ⅰ－３　森林生態系に関連する人間活動

　　　　　　　　　　　Ⅰ－３－１　人為撹乱の頻度が高い植生の遷移過程に関する観測研究

　　　　　　　　　　　Ⅰ－３－２　森林火災被害と植生回復に関する調査研究

　　　・研究分野　：　Ⅱ　天然林、二次林及びプランテーションにおける動物相の長期モニタ

　　 　 　　　　　　　　　リング

　　　・研究課題　：　Ⅱ－１　動物相の動態と多様性

　　　　　　　　　　　Ⅱ－１－１  テナガザル個体群の構造と行動生態に関する研究

　　　　　　　　　　　Ⅱ－１－２  ヤモリの縄張り行動に関する研究

　　　　　　　　　　　Ⅱ－１－３  昆虫相の多様性と生態に関する研究（甲虫目・リンシ目）

　　　・研究課題　：　Ⅱ－２　重要樹種の病虫害
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Ⅱ－２－１　潜在的害虫相に関する調査（甲虫目・リンシ目）

　　　・研究分野　： Ⅲ　造林技術の高度化

　　　・研究課題　： Ⅲ－１　重要樹種の生理特性

Ⅲ－１－１　窒素施肥がフタバガキ科稚樹のCO2収支に与える影響

Ⅲ－１－２　主要樹種の幹の呼吸に関する研究

Ⅲ－１－３　林冠及び苗木の葉のガス交換、蛍光発光特性に関する研究

Ⅲ－１－４　林冠葉光合成の季節変化

　　　・研究課題　： Ⅲ－２　森林管理に資する造林・再生技術

Ⅲ－２－１　肥料及びもみ殻燻炭がフタバガキ科稚樹の成長に与える影響

　　　　　　に関する研究

Ⅲ－２－２　菌根菌相と立地及び植生との関係

Ⅲ－２－３　劣化林の再生技術

　(3) 成果の達成状況

　　　本評価における「成果」は、プロジェクトに係る個々の研究成果を意味するものではなく、

PCMに基づく個々の活動を実施することにより達成される具体的な課題の成果であり、さら

には「プロジェクト目標」へ貢献する課題の成果である。

　　　達成すべき成果は下記の３項目に設定され、巡回指導調査団（1997年）訪問時に作成され

たPDMに明記された。

　　　・成果１　PUSREHUTにおいて熱帯降雨林に関する研究活動が活発化する。

　　　・成果２　PUSREHUTと他の林業研究機関との連携が強化される。

　　　・成果３　PUSREHUTにおける研究協力活動を通じて人材が育成される。

　　　成果指標としては以下のとおりである。

　　　・成果指標１－１　研究所の研究計画が効果的に作成、実施される。

　　　・成果指標１－２ 実験手法及び観測手法が確立され、自立的に実験・観測が継続される

　　　　　　　　　　　　体制が整う。

　　　・成果指標１－３　実験・観測データが蓄積される。

　　　・成果指標１－４　演習林や研究機材が適切に運営管理または保守管理される。

　　　・成果指標２　　　PUSREHUTと他の林業研究機関との学術交流が深まる。

　　　・成果指標３　　　PUSREHUTの研究員の研究能力が向上する。

　　　なお、研究活動の３分野７中課題ごとの詳細評価は、合同調査団員の日本側３名（池田、
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太田、田中）により分担した。同様にインドネシア側団員3 名（P r o f . D r . I r . E d i

Guhardja,Prof.Dr.Soenardi Prawirohatmodjo,Dr.Aunu Rauf）による詳細評価も行われ、

それぞれの評価について全団員で協議した。

　　　成果１については、研究活動は活発に行われ、観察データも蓄積され様々な形で公表され

ている。また演習林なども適切に運営されてきた。成果２については、CIFORとは共同研究

が実施され研究論文の取りまとめなど連携がみられるものの、他の機関とは予算の都合上頻

繁に共同プログラムを実施することは難しい。成果３については、カウンターパートの５名

が学位（修士）を取得し、２名は修士課程に在学中であり、確実に研究能力は向上してい

る。これらの成果はほぼ達成されたといえる。

　(4) プロジェクト目標の達成状況

　　　本プロジェクトの目標は「PUSREHUTが、熱帯降雨林の再生並びに健全な管理に関する科

学・技術を提供する」ことである。このプロジェクト目標の指標としては、以下の２項目が

設定されている。

　　　・指標１　プロポーザル方式の研究費支給システムにおいて、研究プロポーザルが採択さ

　　　　　　　　れる｡

　　　・指標２　研究成果が論文・書籍・学会発表などにより発表される。

　　　プロジェクト全体として、指標１については、申請する研究課題の内容が質的に向上して

おり、これまで51の研究課題を申請し33課題が採択されている。採択率は毎年の予算規模に

より変化するため量的な評価は難しいが、約６割の申請課題が採択されているところから、

かなりの成果が出ている。また指標２については、1995年から現時点までプロジェクト全体

で118件の論文・書籍・シンポジウムにおける発表などが行われ、活発な活動がみられた。

現在、これまで蓄積された論文を基にして、世界的に著名な出版社による学術書の発刊が準

備されており、質的にも高い内容と認められる。研究センターの熱帯降雨林に係る研究能力

が向上し、得られた知見を様々な形で提供していることから、プロジェクト目標はほぼ達成

されたと判断できる。

　(5) 上位目標の達成見込み

　　　本プロジェクトの上位目標は、「PUSREHUTによる熱帯降雨林の再生並びに健全な管理に関

する研究成果が国内外で活用される」ことである。

　　　この上位目標は、中・長期の時間経過を視野に入れた目標であり、また本プロジェクトが

研究協力型のプロジェクトであるという性格上、データの蓄積・取りまとめにも時間を要す

ることから、５年間という枠に限定してはとらえられない。基礎的な研究成果が実際的な林
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業政策に直ちに応用されるとは限らない。しかし、既述のようにプロジェクト目標も達成さ

れており、加えて1999年には３件の研究成果が学術雑誌に掲載される見込みであり、準備中

の学術書も出版されれば、国内外の関係研究者にその研究成果が引用される見込みは高い。

研究成果の学術的な活用は、比較的短期間でその成果が確認されることになると思われる。

３－２　評価５項目による分析３－２　評価５項目による分析３－２　評価５項目による分析３－２　評価５項目による分析３－２　評価５項目による分析

　(1) 目標達成度（プロジェクト目標の達成／未達の原因分析）

　　　本評価項目は、成果３項目の達成状況と各活動が成果につながった度合いにより分析し

た。成果の達成度は、成果１の研究活動の活性化という項目では、ほぼ達成され、３分野７

中課題の研究活動は、成果に直結している。特に動植物モニタリングに係る中課題は、予想

以上の成果をあげ、様々な形で公表された。しかし、カウンターパートがムラワルマン大学

の学部教官も兼務していることから研究活動にのみ専念することはできず、進捗が遅れたと

いう課題もあった。また、ここ１、２年の経済状況の悪化により研究に専念できる環境づく

りも難しいことから、成果１に多少悪影響を及ぼしている。成果２の他関連機関との連携に

関しては、PUSREHUTが他機関などの集中するジャワ島から離れた東カリマンタンに位置する

ため、研究のフィールドとしては恵まれている一方、他機関と日常的な連携を十分にとるこ

とは難しい。

　　　全体としては、すべての研究課題が同質の研究成果を得られたわけではないが、それぞれ

の研究課題の活動を通してデータが蓄積され、得られた知見は提供されている。

　(2) 効果（本プロジェクトの直接的・間接的インパクト）

　　　本プロジェクトの実施により、既に確認されているプロジェクト目標の結果に加え、以下

のプラスの効果が直接的、あるいは間接的に表れている。

　　１）直接的効果

　　　ａ）フェーズⅠから本プロジェクト（フェーズⅢ）までの主な研究成果論文28編を、世界的

に著名な出版社から学術書として発刊することになった。

　　　ｂ）アジア地域に限定されてはいるが、国際的シンポジウムを２回開催した。

　　　ｃ）供与された研究用機材は、カウンターパートだけでなく、ムラワルマン大学の教員・

学生にも提供し、利用技術の移転とともに研究活動を促進させる教育的効果を与えた。

　　　　　なお、特にマイナス面の直接的効果はみられない。

　　２）間接的効果

　　　ａ）上位目標への貢献として、演習林における森林生態系のモニタリングの成果は、モニ

タリング技術の移転に加えて、森林の持続的管理やリハビリテーションに必要な情報を
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刊行物やシンポジウムを通して、インドネシア及び他熱帯アジア諸国に提供した。

　　　ｂ）経済的な効果として、演習林の防火活動や防火用諸施設の整備に近隣住民を雇用して

現金収入の機会を増やした。また、このことは住民の森林火災に対する防火意識の向上

をもたらし、社会文化・環境面への影響も与えた。

　　　　　本プロジェクトによる間接的効果にも特にマイナス面はないものと思われる。

　(3) 実施の効率性（成果に対する投入の時期・質・量の適正度）

　　　日本側の投入時期については、長期専門家の交代時に約半年の空白期間があったなど、若

干の問題点はあったものの、全体としてはほぼ適切であった。演習林に森林火災被害が及ん

だ際には、適切な分野の短期専門家が必要な時期に投入され成果を得た。また、機材調達に

関しては、プロジェクト開始当初は、機材の搬入に遅れがみられることもあったが、現地調

達機材を増やすなどして対処した。研修員の受入れはほぼ予定どおりである。インドネシ

アの経済危機で研究センターの運営費が逼迫していたときに、日本側の緊急支援がタイミン

グよく実施された。インドネシア側については、カウンターパートは確保されていたが、中

高年のスタッフが主であり、研究者育成の点では、同時に若手の研究者の配置が望ましかっ

た。ローカルコストに関しては、経済危機以前まで十分に負担されていたが、1998年以降は

運営費が不足している。このためローカルコストの負担に支障を来していることから、電

気・水道などの基本サービスが不安定で、研究活動の阻害要因となっている。

　(4) 計画の妥当性

　　１）上位目標の妥当性

　　　　本プロジェクトの研究対象である熱帯降雨林は、生物・木材資源の宝庫、また、炭酸ガ

スの主要なシンクとしての役割及び公益的機能の源泉として、各方面から注目されてい

る。本プロジェクトは、研究活動を通してデータを蓄積し、シンポジウムなどを通じて研

究成果を発表することにより、熱帯降雨林の持続的な管理や再生に係る研究分野などで重

要な役割を果たしてきた。インドネシア政府の開発政策においても、これまで産業造林な

ど応用研究が重視されてきたが、近年、自然環境重視、住民生活環境重視の方向に変わり

つつあり、本プロジェクトの森林生態系の研究の重要性が認識されるようになっている。

　　２）プロジェクト目標の妥当性

　　　　プロジェクト目標は、上位目標達成のためには妥当なものである。実施機関の研究セン

ターは、今後自立的に研究費をインドネシア政府に申請し、他機関・大学と競合しながら

確保しなければならない。本プロジェクトがめざしてきた、研究活動を活発化させ人材を

育成することは、研究センターのニーズとも合致している。
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　　３）上位目標、プロジェクト目標、成果及び投入の相互関連性

　　　　本プロジェクトにおいては、当初は全体計画の詳細があいまいであったが、巡回指導調

査団訪問時により明確なPOとPDMを作成し、上位目標、プロジェクト目標、成果、活動（投

入）とが目的－手段関係により有機的に結びつき、計画全体のフレームワークには特に問

題はなくなった。

　　４）問題点

　　　　上記のように、全体としては特に問題はみられない計画であるが、研究センターのあり

方に対して、現場のムラワルマン大学と中央の教育文化省との間に多少の認識のずれがみ

られる。教育文化省は、本研究センターが森林研究の分野で一流の学術的な研究所になる

ことを望んでいるが、カウンターパートや大学側は植林・造林現場での応用技術に対する

関心が高い。現状では研究センターの研究員が、大学教員も兼務する形態となっており、

研究活動だけに専念できる環境ではない。監督機関である教育文化省が求めるような研究

センターになるには、研究に専念できる能力のある人材の配置と制度が求められる。

　(5) 自立発展の見通し

　　１）制度的側面

　　　　本プロジェクト終了後、当研究センターは、そのまま存続する予定である。設備的にも

よく整備されているうえに機能もしてきた。カウンターパートの異動も少ない。今後の運

営管理に関して研究センターは、ムラワルマン大学による管理が行われていくが、当セン

ターに供与された機材の運営管理は、センター自身で行いたいという要望もあり、検討中

である運営のための基本方針については、機材の管理面も含めて早急に決定することが求

められる。教育文化省も各大学の自治化・分化を推進しようとしており、制度的にも財源

的にも当センターをより一層自主的に運営することが求められる。

　　２）財政的側面

　　　　経済危機に陥ったインドネシア政府の財政からみて、運営・研究予算の縮小はやむを得

ない。どれだけ自主的な予算が確保できるかによって、自立への成否が左右されることに

なるであろう。今後、課題申請による競争的研究費配分の獲得や、外部機関との共同研究

による研究費の確保など努力する必要がある。研究フィールドとして重要な演習林につい

ては、演習林管理スタッフの多くは日本側の経費で賄われており、プロジェクト終了後の

演習林管理を維持していくためには、インドネシア側の具体的な予算措置が求められる。

　　３）技術的側面

　　　　技術移転の状況は、研究課題・カウンターパートに多少ばらつきはあるものの、全般的

に研究者の能力は向上したといえる。プロジェクトへの参画や日本での研修によって、研
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究に対する意欲が芽生え、自立心も育ってきている。しかし、その水準には個人差があ

り、既に自立的に研究を進めていけるレベルに達した研究者もいるが、能力開発が遅れて

いる者もいる。カウンターパートの定着度については、かなり高いものと思われるが、今

後、運営費・研究費が縮小し続けた場合にはどうなるのか、予測は難しい。
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第４章　課題別評価第４章　課題別評価第４章　課題別評価第４章　課題別評価第４章　課題別評価

４－１　天然林・二次林・人工林の長期モニタリング４－１　天然林・二次林・人工林の長期モニタリング４－１　天然林・二次林・人工林の長期モニタリング４－１　天然林・二次林・人工林の長期モニタリング４－１　天然林・二次林・人工林の長期モニタリング

　(1) 立地特性及び生産力の変化

　　１）投入実績

　　　　・日本側：長期専門家延べ２名、短期専門家５名、研修員受入れ１名

　　　　　　　　　観測タワー２基、データロガーなど

　　　　・インドネシア側：カウンターパート７名

　　２）活動実績と達成状況

　　　　合計10課題が第３フェーズ中に実施されている。このうち３課題は、気象観測に関連し

て実施され、２基の観測タワー及びブキットスハルト演習林ステーションにおいて、継続

的に気象観測が実施されるとともに、択伐による林内微気象の変化についても継続的モニ

タリングが行われている。これらにより、蓄積された熱帯降雨林の降水量・気温・湿度・

日射量など基本的な気象要素の長期的変動と、これに対する森林火災の影響に関する情報

は、今後の森林環境に関する研究展開の基盤として高く評価される。

　　　　また、森林における物質動態に関して４課題が実施され、天然林・二次林・人工林の土

壌－植物系の水移動に伴う元素移動特性と、森林火災後の天然林における土壌養分動態が

明らかにされている。これらの研究課題に実行を通じて蓄積された、熱帯林における物質

動態と、その変動に関する知見や降水・渓流水中の溶存物質濃度や、天然林・人工林の落

葉量の長期変動データは、今後の研究展開の基盤として高く評価される。

　　　　さらに、伐採強度の違いが土壌流亡に与える影響と、二次林における窒素固定植物の出

現頻度に関する２課題が実施され、重要な情報の蓄積が行われている。

　　　　研究協力を通じて確立された基本的な関連実験・観測手法は、インドネシア側に順調に

技術移転され、カウンターパート及び研究補助員は観測・測定・分析機器の管理・使用を

自力で行うレベルに達している。また、カウンターパート１名が修士号を取得し、１名が

修士課程に在学中である。

　　　　蓄積したデータをすべてインドネシア側に引き渡すとともに、成果の一部はPUSREHUT

(インドネシア熱帯降雨林研究センター）主催の国際シンポジウムで発表され、成果出版

物として、印刷公表されることになっている。

　　　　なお、択伐の影響に関する調査研究の一部をCIFOR（国際林業研究センター）と、観測

タワーを用いた二酸化炭素フラックス観測をBIOTROP（熱帯生物学地域センター）、我が

国の資源環境研究所との共同研究でそれぞれ実施することにより、外部研究機関との連携

強化も実現している。
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　　３）提言

　　　　単年度予算であることは、長期間にわたって連続した定期観測（サンプリング、データ

回収）体制の確立を困難にしている。また、気象観測のような基礎的でありながら長期の

継続が必要とされる活動についても必要な経費が確保されていない。このため、複数年度

研究予算の獲得により、モニタリング研究の継続性を図るべく、なお一層の努力が必要と

考えられる。また一方で、気象観測など基本的研究業務体制の維持について、研究所運営

費の確保をし、そこから充当するなど、モニタリング研究の継続を可能とする予算的側面

での体制確立が望まれる。

　　　　さらに、今後継続して蓄積される長期モニタリングデータの整理・解析・公表に関する

助言・指導のため、短期専門家の派遣を検討すべきである。また、故障した測定・分析機

器などの修理は、現状において、特に高額の場合にインドネシア側で確保することが困難

なことが多いと判断され、我が国としても観測・測定機材の補修・更新のための予算配置

を図り、プロジェクト終了後における自立発展を支援する必要がある。

　(2) 植物群落の動態及び多様性

　　１）投入実績

　　　　・日本側：長期専門家延べ２名、短期専門家７名、研修員受入れ１名

　　　　　　　　　ラベル刻印機・双眼鏡など

　　　　・インドネシア側：カウンターパート３名

　　２）活動実績と達成状況

　　　　フタバガキ科植物の開花・結実、森林の種組成及び構造と動態（森林火災の影響を含

む）、樹冠処理とウリン苗木の成長、択伐強度が樹種多様性・森林構造に与える影響、林

床植物の多様性などに関する研究が行われた（資料４「研究活動実績リスト」参照）。研

究結果は29件の報告書・論文として公表されている（資料５「論文・学会発表実績リス

ト」参照）。また、展示室の植物標本を整備し、植物図集の印刷公表を行った。

　　　　長期モニタリングのために９haの共同試験地が1996年設定された。1998年に大規模森林

火災の影響を受けたため、森林火災前後の森林動態に関する貴重なデータが蓄積されてい

る。この共同試験地はCIFORとの共同研究にも活用され、当面の研究資金が確保された。

基本的な試験地設定・実験・観測手法については、カウンターパート・研究補助員ともに

よく理解している。共同試験地におけるデータの共有化は不十分である。

　　３）提言

　　　　９ha共同試験地だけでなく、既存の調査地を維持することの重要性を、インドネシア側

カウンターパートが更に認識し、試験地を維持することが今後の研究発展にとって重要で
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ある。試験地、調査研究体制の維持、データを取りまとめる指導のために専門家を派遣す

る必要がある。

　(3) 森林生態系に関連する人間活動

　　１）投入実績

　　　　・日本側：短期専門家延べ５名　研修員受入れ２名

　　　　　　　　　地理情報システム・衛星データなど

　　　　・インドネシア側：カウンターパート３名、研究補助員３名

　　２）活動実績と達成状況

　　　　焼畑と植生遷移過程、衛星データによる森林火災被害の検出、木材の効果的販売方法な

どの研究を実施した（資料４参照）。適切な森林管理の確立のためには、社会経済的な側

面からの調査研究も必要であるというインドネシア側の強い希望により、この分野の課題

がTSI（暫定協力実施計画）に加えられた。カウンターパートによる１課題の研究計画が

採択、実施された。焼畑影響下の植生遷移に関する研究や、衛星データによる森林火災被

害の検出については、適切な人材配置がなされ、効率的に実施できた。社会経済的研究に

ついては研修員を日本に受け入れた。17件の成果発表が行われている（資料５参照）。

　　　　焼畑と植生遷移過程や衛星データによる森林火災被害の検出に関する研究手法をカウン

ターパートが理解した。地理情報システムを利用してカウンターパートが修士請求論文を

作成した。森林火災予防プロジェクトとの情報交換や、クタイ国立公園での無償植林への

情報提供を行った。

　　３）提言

　　　　衛星データの解析や地理情報システムなどのコンピューターを用いた研究技術の進歩は

極めて速い。地理情報システムの保守のためには、ジャカルタから技師を招へいする必要

がある。森林の適切な管理のためには、周辺住民の協力が必要不可欠である。これらの分

野の研究進展には、アフターケア時に専門家派遣による技術指導が必要である。

４－２　天然林・二次林・人工林における動物相の長期モニタリング４－２　天然林・二次林・人工林における動物相の長期モニタリング４－２　天然林・二次林・人工林における動物相の長期モニタリング４－２　天然林・二次林・人工林における動物相の長期モニタリング４－２　天然林・二次林・人工林における動物相の長期モニタリング

　(1) 動物相の動態と多様性

　　１）投入実績

　　　・日本側：長期専門家２名、短期専門家延べ６名、研修員受入れ２名

　　　　　　　　観測タワー、超望遠レンズ、無線機、マレーゼトラップ、標本箱など

　　　・インドネシア側：カウンターパート２名

　　２）活動実績と達成状況
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　　　〈計画・実行〉

　　　・テナガザル個体群の構造と行動特性、ヤモリの縄張り行動、昆虫相の多様性と生態、植

生と土壌微生物相の多様性の関係などに関する研究を実施した。

　　　・カウンターパートによる１課題の研究計画が採択・実施された。

　　　・プロジェクト研究予算は受けていないが、本邦研修に向けた鳥類相の調査が立案、実施

された。

　　　〈手法〉

　　　・昆虫相の多様性と生態に関して、採集及び標本の一次整理は、研究補助員のみで実施可

能となった。

　　　〈データ蓄積〉

　　　・テナガザルの生態や基本的な昆虫相・土壌微生物相などに関するデータが蓄積された。

特にカミキリ類の収集と分析データの蓄積は著しく、これまでに700種以上を収集し、

400種以上を同定した。また、100種以上の新種を認めている。

　　　〈施設など〉

　　　・展示室に保管されていた昆虫標本の再整理と拡充がなされた。タイプ標本を保管・管理

していくためには、管理者の養成、保管室の拡充が必要である。

　　　〈協力関係〉

　　　・テナガザル個体群の構造と行動特性に関する研究は、京都大学霊長類研究センターのCOE

(中核的研究拠点形成）予算により継続されている。

　　　・昆虫標本を、インドネシア科学院生物多様性センターに移管し、保管・展示する計画を

進めている。

　　　〈研究者の能力〉

　　　・カウンターパート１名が土壌微生物相の研究により、修士号を取得するにあたり、長期

専門家が助言を行った。

　　　〈効果〉

　　　・インドネシア側カウンターパート不在により、空白となっていた情報・資料などを多数

蓄積し、引き渡した。

　　　・成果は国際シンポジウムで発表するとともに、昆虫図鑑・成果出版・学術論文として、

印刷公表された。

　　　〈効率性〉

　　　・日本人専門家は、一定の成果をあげているが、適切なカウンターパートが配置されず、

技術移転の効率はあまり良くなかった。これは動物生態の研究者が不足しているという

インドネシア全体の問題を反映している。
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　　　〈妥当性〉

　　　・動物相の長期モニタリングは、プロジェクト目標、上位目標の達成に必要な活動であ

る。しかし、インドネシア人研究者が著しく不足している分野であるため、日本人専門

家が補完して基礎的情報を収集する必要があった。

　　　〈持続性〉

　　　・動物生態を専門とするインドネシア人研究者のPUSREHUTへの参入が必要である。

　　３）提言

　　　　1998年の森林火災により、テナガザルの行動生態や昆虫相などはそれぞれ大きく変化し

た。火災後の変化を追跡することは、火災の影響を明らかにするうえで必要不可欠であ

る。研究者不在によりインドネシア人による研究が期待できないため、専門家派遣による

補完が必要である。

　(2) 重要樹種の病虫害

　　１）投入実績

　　　・日本側：長期専門家１名、短期専門家延べ６名、研修員受入れ２名

　　　　　　　　観測タワー、マレーゼトラップ、標本箱、定温培養器など

　　　・インドネシア側：カウンターパート４名

　　２）活動実績と達成状況

　　　〈計画・実行〉

　　　・潜在的害虫相に関する調査や、フタバガキ科樹木の病虫害に関する研究を実施した。

　　　・カウンターパートによる４課題の研究計画が採択・実施された。

　　　〈手法〉

　　　・病虫害の被害に関する調査については、カウンターパート独自で実施可能となった。

　　　・潜在害虫の採集及び標本の一次整理について、研究補助員のみで実施可能となった。

　　　〈データ蓄積〉

　　　・潜在性害虫相、フタバガキ科樹木の病虫害に関するデータの蓄積が進んだ。

　　　〈施設など〉

　　　・展示室に保管されていた昆虫標本の再整理と拡充がなされた。タイプ標本を保管・管理

していくためには、管理者の養成と保管施設の拡充とが必要である。

　　　〈協力関係〉

　　　・Kutai Timber Indonesia & Sumitomo Co.のスブル実験林で発生したTeak Bee Hole

Borer被害などの調査を行い、対策への助言を行った。昆虫標本の一部は、インドネシ

ア科学院生物多様性センターへ移管し、保管・展示を行う予定である。
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　　　〈研究者の能力〉

　　　・昆虫標本を利用して、潜在的害虫の同定が可能となった。

　　　〈効果〉

　　　・潜在的害虫相が標本により整理されたことは、将来の高い実用性が期待される。収集し

た昆虫標本は、整理・同定のうえ、インドネシア側に引き渡された。研究成果は、国際

シンポジウムで発表するとともに、昆虫図鑑・成果出版物として印刷公表される。

　　　〈効率性〉

　　　・潜在的昆虫相の把握については、分類群ごとに適切な短期専門家派遣がなされ、効率的

に研究を進捗させることができた。樹病では、成果出版の編集時のデータの取りまとめ

に関する指導が効率的であった。

　　　〈妥当性〉

　　　・森林資源が枯渇しつつある現在、造林は緊急の課題であり、将来、発生すると思われる

病虫害に備える研究は、上位目標との整合性が高い。

　　　〈持続性〉

　　　・病虫害研究において、カウンターパートの昆虫種・病原菌同定能力は十分とはいえず、

能力向上を促す必要がある。

　　３）提言

　　　　1998年の森林火災により、森林の種組成・構造が大きく変化した。棲息環境の変化に対

する昆虫相の変化を追跡調査することにより、潜在害虫の生態についての知見を得ること

ができる。カウンターパート・研究補助員による定期調査を継続させるために、短期専門

家派遣により、定期的なデータの取りまとめに関する指導が必要である。

４－３　造林技術の高度化４－３　造林技術の高度化４－３　造林技術の高度化４－３　造林技術の高度化４－３　造林技術の高度化

　(1) 重要樹種の生理特性

　　１）投入実績

　　　　・日本側：長期専門家延べ２名　短期専門家８名

　　　　　　　　　観測タワー、光合成測定装置、葉緑素計、データロガーなど

　　　　・インドネシア側：カウンターパート２名

　　２）活動実績と達成状況

　　　　窒素施肥がフタバガキ樹種のC02収支に与える影響、林冠葉のガス交換及びクロロフィ

ル蛍光特性、主要樹種の幹の呼吸、強光・高温状態に対する先駆性・遷移後期樹種の反応

などに関する研究を行った（資料４参照）。カウンターパートによる２課題の研究計画が

採択・実施され、研究結果は11編の報告書・論文として公表されている（資料５参照）。
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　　　　苗木の生長、器官乾重比などの基礎的な測定、個葉のガス交換速度、微気象など、測器

を用いた測定について、カウンターパート及び研究補助員により実施できる体制が整って

いる。測定機器の管理・運営状況は良好である。光合成測定装置など、メーカーでの定期

点検が推奨されている機器については、輸送・補修費用が日本側負担となった。

　　　　カウンターパート立案のフタバガキ科樹木植栽試験（中課題３－２）のデータを活用し

て、共同研究を行った大学院生が修士号を取得した。長期専門家と短期専門家の連携が密

であり、効果的な研究の実施を図ることができた。

　　３）提言

　　　　インドネシア語での研究計画の作成や報告書の取りまとめを実施可能なカウンターパー

トが育っている。学術論文としての取りまとめの指導と、最新の知見に関する情報提供の

継続により、今後の発展が期待できる。また、機材供与による測定機器の更新、専門家の

派遣による最新の測定、研究技術の指導が望まれる。

　(2) 森林管理に資する造林・再生技術

　　１）投入実績

　　　　・日本側：長期専門家延べ２名、短期専門家７名、研修員受入れ２名

　　　　　　　　　観測タワー２基、光合成測定装置１台、葉緑素計１台、データロガーなど

　　　　・インドネシア側：カウンターパート10名

　　２）活動実績と達成状況

　　　　合計８課題が第３フェーズ中に実施されている。これらはいずれもインドネシア側カウ

ンターパートにより主導的に研究計画が立案され採択・実施されたものである。これらの

８課題は、①もみ殻薫炭・肥料の施用がフタバガキ科樹木３種の成長に与える影響に関す

る１課題、②菌根菌相と立地及び植生の関係に関する１課題、③採種園の造成による材質向

上のための育種技術に関する１課題、④菌根菌との共生関係を利用したアランアラン草原

へのフタバガキ科樹木植栽試験に関する１課題、⑤除伐など保育が林分構造や生産性・森

林機能などに与える影響に関する３課題、⑥修復造林における契約方式が労働生産性に及

ぼす影響評価に関する１課題からなっている。

　　　　これら研究課題の実施により、フタバガキ科樹木の植栽における菌根接種・施肥の効果

や、択伐林における保育作業の影響など、具体的な造林技術の高度化につながるデータが

多数蓄積されている。また、本分野の研究課題は、多くのカウンターパートが最も関心を

もつ造林技術に関連した設定となっていることもあって効率的に実行され、これを通じ

て、カウンターパート及び研究補助員が試験研究を主体的に実施するための体制が整えら

れた。これによってプロジェクト終了後の自立発展の基盤の一部が形づくられたと考えら
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れ、この点が高く評価される。造林技術に関連した植栽試験等研究課題は、終了後も自発

的に行われる公算が高いと考えられる。

　　　　本分野に係る測定機器の使用・管理についてはいずれも、カウンターパートの習熟度は

十分に高く、プロジェクト終了後も使用・管理について技術的問題は生じないものと思わ

れる。

　　　　なお、カウンターパートによって自発的に立案・実施されたフタバガキ科樹木植栽試験

のデータを活用して、カウンターパート本人を含む２名が修士号を取得している。

　　　　蓄積したデータは、すべて年次報告などの形で取りまとめられており、成果の一部は国

際シンポジウム、成果出版として公表されることとなっている。

　　　　また、択伐の繰り返しが森林に与える影響、フタバガキ樹木と換金作物との混植に関す

る研究をCIFORとの共同研究で実施することにより、外部研究機関との連携強化も図られ

ている。

　　３）提言

　　　　本課題関連の研究は、上記のようにカウンターパートによって今後も自発的に継続実施

される可能性が高いと判断される。ただし、樹木の植栽試験などに基づいて、価値の高い

結果を得るには長期間を要するため、複数年研究予算の獲得や研究所運営費からの経常研

究費の支出などによって、既存の植栽・択伐試験地を維持し、測定を継続させることが望

まれる。

　　　　一方、本分野の研究に必要な光合成測定装置など、精度管理のためにメーカーでの定期

点検が必要な機器については、輸送・補修経費の確保が必要であり、そのためにも研究予

算の獲得が不可欠である。しかし、費用が高額の場合、インドネシア側でこれを確保する

ことは現在の財政状況では容易ではなく、自立発展のため何らかの支援措置を取ることも

必要であろう。また、研究の進捗状況を把握するとともに、蓄積されるデータの整理・解

析・公表に関連して助言・指導を行う短期専門家の派遣が望ましい。
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第５章　今後の対応第５章　今後の対応第５章　今後の対応第５章　今後の対応第５章　今後の対応

５－１　延長若しくはフォローアップの必要性５－１　延長若しくはフォローアップの必要性５－１　延長若しくはフォローアップの必要性５－１　延長若しくはフォローアップの必要性５－１　延長若しくはフォローアップの必要性

　　PUSREHUT（インドネシア熱帯降雨林研究センター）における研究は、活発に行われており、

国際セミナーや学会でその成果が発表されるなど、研究者の質も向上してきている。今後、

PUSREHUTが自立して運営管理を実施し、引き続き高いレベルの研究活動を行っていくことが可

能であると考えられることから、プロジェクト延長の必要性は認められない。しかし、インド

ネシアの経済状態は、急速に回復するとは考えられないので、2000年度以降の研究所の運営、

特に供与機材の維持管理については、ある程度の支援が必要となるであろう。

　　また、森林火災後の天然林の回復過程のモニタリングはカウンターパートによって継続され

る予定であるが、活動が長期にわたることから、カウンターパートの活動を支援し、観測値の

取りまとめなどを指導するために、必要に応じて専門家を派遣することが望ましい。派遣時期

としては、1998年の火災後２、３、５、10年目が取りあえずの目安となる。

５－２　教訓５－２　教訓５－２　教訓５－２　教訓５－２　教訓

　　フェーズⅢの５年間でPUSREHUTをとりまく政治、経済、環境などの状況は大きく変化した。

このような大きな変化の中でプロジェクト活動を継続していくためには、日本・インドネシア

双方による柔軟な対応策が不可欠である。この点からみて、今回の経済危機と大森林火災に対

するＪＩＣＡの緊急支援は、プロジェクトにとって非常に有効であった。

５－３　提言５－３　提言５－３　提言５－３　提言５－３　提言

　　合同評価調査団は、今回の評価結果に基づき、プロジェクト終了後の対応について、インド

ネシア政府並びにPUSREHUTに対して第１章「調査結果総括」の１－４「調査団からの提言」に

示した８項目の提言を行った。

　　また、PUSREHUTが国際的にも評価される熱帯林の研究拠点として機能していくためには、熱

帯林の特徴・機能を解明する基礎的研究分野と、林地の保護・回復や生態系保全などの実践的

な分野をバランス良く発展させることが重要である。現在のところ、研究員の関心は実践分野

に傾いているようなので、基礎研究に優先的に予算を配布するなどの措置をとり、基礎研究分

野の強化を図るべきである。また、優秀な成果をあげた研究者は、大学教員との兼任から研究

所専任の研究員とするなど、PUSREHUTの研究水準の向上に向けた制度の確立が必要である。
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